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 益々孤立化させ、導入を絶対阻止するためにも、

検討会の状況に注視しつつ、解雇の金銭解決制

度を許さない世論喚起をしていきましょう！ 

 

■５．１１集会による選挙争点化を！ 

 労働法制改悪を阻止するためには、何としても選

挙で安倍政権を打倒する必要があります。しかし、

今のままでは選挙の争点として労働問題がピックアッ

プされない可能性があり、選挙後に危機的な状況

を迎えることとなります。既に不十分ながら野党４党

で労働時間の量的上限規制やインターバル規制を

導入する法案が提出されています。5.11 の集会を

大成功させるためにも団員・関係者を問わず、全て

の国民の結集を強くお願いします！！ 

  

■解雇の金銭解決の立法事実なし！ 

   ～難波幸一元裁判官ヒアリング 

 

  4 月 25日実施された、厚労省「透明かつ公正

な労働紛争解決システム等の在り方に関する検討

会」（第６回）において、難波幸一・元裁判官のヒ

アリングが行われました。 

難波氏は、解雇無効の場合には自分は 1年分

を目安にして、あとは諸要素を検討して、プラスマイ

ナスになると発言されていました。要はケースバイケー

スで、明確な基準はつくれないとのことです。 

むしろ、今現在、労働審判制度がうまくいっている

にもかかわらず、法律でルールをつくるのは、難しいと

否定的意見を述べられました。 

その後八代委員から、執拗にルールが必要ではな

いかと質問されましたが、難波さんは、必要性がな

い、うまくいかないのではないかと回答していました。ま

た、八代委員から、最高裁の過去の判例は、高度

経済成長の時代の大企業の事案であって、現代の

変化に対応できないのではないかと言われたところ、

難波氏は、裁判官も結果的妥当性を考えてやって

いるので、現代の変化にあわせており、判例も変化

すると反論していました。 

 このように解雇の金銭解決を法制化することに関し

て、元裁判官の目からしても、その必要性が認めら

れず、むしろ現状の労働審判制度を阻害する有害

なものであり、法制化すべきという立法事実が全く存

在しないことが明らかとなりました。検討会で積極意

見を述べるのは、労働経済学者のみとなりました。 

ほぼ毎週

発行 



 

 


